










































































































と、琉球国は「慶長年間島津義久琉球ヲ征」し、 「同国ノ義ハ薩摩ノ附庸ト看做」され、 「言語風俗官制地名」等が日本に類似しているのは、 「総テ我光被中ニ不洩一証ニ有之」と日本の支配下・影響下にあった何よりの証拠であると論じている。しかしながら、琉球国は「従前支那ノ正朔ヲ奉シ封冊」も受けており、 我ヨリモ又其携弐ノ罪ヲ匡正」せず、 「上下相蒙曖昧」な国際関係にあると指摘し、維新を向かえた現在では「到底御打捨被置候筋ニモ無之」との認識から、日本 清国との「曖昧ノ陋轍ヲ一掃」するべきであるとした。そして、そ 方法 は「威力ヲ挟侵奪するのではなく、東京に使節を招き、時代・国際情勢の変化を「詳細ニ説明」し、 「悔過謝罪茅土ノ不可私有ヲ了得






















琉球国ハ明ヨリ始マリ清ニ至テモ其封册ヲ受ケ正朔ヲ奉ス然ルニ其名ハ封册ヲ受ケ正朔ヲ奉スレトモ其実ハ島津氏累世之ヲ支配シ士官 遣シ其国 鎮撫ス而已ナラス使臣ヲ率テ来朝セシムルコト旧幕府ヨリノ制タリ由是観之ハ琉球ノ我 依頼スルコト清ヨリ勝レルハ清ニハ名ヲ以テ服従シ我ニ 実ヲ以テ服従スレハナ
と、左院も琉球が「我ト清トニ両属」にあったという認識を示した上で、 国は明・ 時代から封冊を受け、正朔を奉じているが、 「清ニハ名ヲ以テ服従シ我ニハ実ヲ以テ服従」していると、島津氏 歴代、実効支配をしてきたと指摘している。
そして、第三章において、当面の政策としては
琉球国ノ両属セルヲ以テ名義不正トナシ今若 之ヲ正シ我カ一方ニ属セントスレハ清ト争端ヲ開クニ至ラン縦令争端ヲ開ク 至ラサルモ其手数紛紜ニシ 無益ニ帰セン何トナレハ名ハ虚文ナリ実ハ要務ノ実ナリ清ノ封冊ヲ受ケ正朔ヲ奉セシムルハ虚文ノ名ニシテ島津氏ノ士官ヲ遣シ其国ヲ鎮撫スルハ要務ノ実ナリ我其要務ノ実ヲ得タレハ其虚文ノ名 之ヲ清ニ分チ与エ必シモ之ヲ正サヾルベシ































































































　　　壬申九月十五日 　　　　　　外務卿副島種臣　　 正院御中 　　　　 　　　　　　
この建議は、外務省主導による琉球藩管理体制の樹立を
図ったものと考えられる。つまり、副島は、琉球藩に外務省官員の在勤や外務省官吏に大蔵省官吏を同行させ、現地の旧慣調査を実施する案を主張しているのである。実際に、
















与那原等が、琉球は小国にて国体制度の上に変革等有りては、上下民心動揺す可きを以て従来の情態を維持し度しと言へるに外務卿 、外国との和約交戦等の外、国内の政治は凡て藩王に 任し 体制度等従来 通たるべき事を言明したり。
与那原親方は、琉球藩の「国体制度」に「変革」があっ



























































是迄年々鹿児島県ヘ為租税相納候米並砂糖同 ヨリ其藩ヘ在勤ノ者取扱来候処被相廃以 ハ其藩役々ニテ取立直ニ大蔵省租税寮ヘ 納被致此段申入候也












































藩への外国船の来着・漂流民の対応 も伺うことができる。例えば、明治六年四月四日、 へ 進貢・接貢に関して
























琉球藩之儀従来清国ト通信往来之久キヨリ両国之間ニ積習例規ト成リ候廉不少就中清民漂着之節還送之手続キ等ニ至ルハ是迄之取計振有之候趣然ルニ一朝釐革候而者何分不都合ヲ生シ候ニ付矢張前々之通同藩手切ニテ取計度旨別紙之通リ願書差出猶又浦添親方大宜見親雲上ヨリ申出候趣モ有之全体同藩之儀ハ偏僻固陋旧法ヲ確守イタシ候風俗故人情時機ヲ見計追々制度釐正之目途ニ候間追而指揮及候迄者同 エ在勤之当省官員エ申立之上旧ニ依リ可取計 相達シ可申与存 尤朝鮮人其他外国人漂着之節ハ都而在勤官員ニ而万事所分可致候因而別紙願書写相添此段 進 也
 （
37）
と琉球と清国の「通信往来」 （外交慣例）を挙げ、 「積習例規」 （旧慣）を尊重しつつ、その上で外務省管理の方針を打ち出していた。ただし、そこには清国を 交的難物と認識していた以外にも、 「偏僻固陋旧法ヲ確守イタシ候」 、 「時機ヲ見計追々制度釐正之目途ニ候間追而指揮及候」といった、琉球藩官吏側の「申出」に対 て一定の配慮をとって















































































　　　明治六年四月十二日 　　　琉球藩　　 　　在琉球　　 　　　外務省六等出仕 　　　 　 　伊地知貞馨殿
尚以新律綱領二部御書付添御渡正ニ落手御達之趣承知仕候也 　

































徒党ヲ組衆人ヲ妨土人ニ迷惑 掛ケ酒狂乱暴ヶ間敷所業一切有之間敷万 相犯候モノ於有之者其罪状ヲ路頭ニ表シ本人者勿論其 ト 不差置送帰シ罪之軽重ニ従ヒ夫々致処置再ヒ渡海不差許候事
　
当藩之儀今般御直支配相成候ニ付右之通規則相立候条各

















　　　明治六年八月十九日 外務省印 　　　　　 　　　　　琉球藩
 （
46）
と、琉球藩から藩印の届出があったが、他府県と同様に正院から改めて 印を下付する旨の通達がなされている。つまり、外務省は琉球藩へ、従来、 が自ら作成し届け出して、使用していた藩印を廃棄し 明治政府の作成した
















断絶には慎重で、明確な方針を示していなかったもの明治政府の琉球藩領有を欧米各 側 通知 その承認を取り付け、且つ、あくまでも内政問題と 、琉球藩 内治化（前述の通り、藩王の官吏化を含む）を柔軟に、そて確実に遂行していった。要するに漸進的な方針を有いたと言える。
加えて、外務省主導で進められた対琉球藩政策は、当初、
明治政府と不明瞭な行政関係であった 国 琉球藩と改め、その管轄を明らか し、さらに琉球藩の内治化を図ったという点から、明治十二年に断行された琉球処分、すわち沖縄県設置の初期段階としての役割を果 していた。つまり、琉球藩設置と琉球処分との間には 政策的連続性




























交渉の場に持ち出さなかったことに言及している。そして、副島が清国に対して、日清修好条規の批准と皇帝謁見を優先し（自ら 成果を惜しみ） 、 西洋 論理である「万国公法」を用いず、台湾事件を正式に議題と なかった点、また清国側の「化外ノ地」発言 文書 記さなかった点を「近代国民国家」の外交として失策であったと見なしている。
 
　安養寺氏は、副島の国際関係観に関した論究を試みてい




















































た伊地知貞馨外務省六等出仕の動向を綿密な調査のもと、詳細に紹介している。そ 上で伊地知が、初期琉球施策の中心人物として大きな役割を担っていたと主張している。また副島は、 「琉球藩をして自発的に清国との関係を断たしめ、人心の帰趨 よって、自然に日本帰属を願うように導









































































23）  「明治六年九月二十日琉球藩ヘ達書」 『琉球処分』二四六～二四七頁。 　
（
24）  「琉球処分について」 『宮島誠一郎日記』リール二 　国立国会図書館憲政資料室。 　
（
25）  「琉球藩内融通ノ為貨幣下賜ノ事」 『琉球処分』六四～
































33）  「第十号 　抜粋」 『琉球処分』中、五一～六七頁。
（
34）  「渡唐船仕出改其他伺並指令」 『琉球処分』一九九～二〇一頁。
（
35）  「登船仕出及唐船出入ノ時心得方伺並指令」 『琉球処分』二〇一～二〇六頁。
（










40）  「琉球藩改革処分ヲ予定スル事内務省上申」 『琉球処分』三六八～三七一頁。
（





43）  「当年ヨリ東京賜邸エ親方一人ツヽ輪番可相詰候也」 『琉球処分』二一五～二一六頁。
（








46）  「琉球藩印ヲ下付ス」 『琉球処分』二三五頁。
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